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認知症高齢者の拘束衣使用とQOL
The Use of Straitjackets on People with Senile Dementia 










































































































































































































2003年 2007年 2003年 2007年
失禁への対応 0.5 3.1 痒壊防止 28.0 25.6
オムツはずし防止 22.5 21.1 弄便 20.4 27.4
脱衣防止 11.5 8.5 その他 6.7 ０
異食への対応 10.4 14.3
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職員の考えるつなぎ服の効用は、失禁への対応が2003年0.5％であったものが2007年には、
3.1％にと大きな割合で増えている。2003年の１位痒壊防止、２位オムツはずし防止、３位が弄
便への対応であったものが、2007年は、１位弄便への対応、２位痒壊し防止、３位オムツ外し
防止となり、弄便への対応への割合が高くなった。
９．つなぎ服着用が廃止できない理由
つなぎ服が着用廃止できない理由についての回答結果（割合）を表（９）に示す。
表（９）
2003年 2008年
つなぎ服に代わる良いものがない 11.8 9.7
職員数が足りない 13.8 19.9
家族からの要望が少ない 0.7 0.5
従来の方法を踏襲している 12.5 13.5
管理者の意欲が足りない 11.8 10.1
職員の意欲が不足している 16.4 9.1
事故を起こすことが心配である 11.3 9.1
本人の健康確保のために必要である 17.1 14.1
看護・介護上やむを得ない 0.7 2.9
その他 3.9 11.1
つなぎ服着用廃止ができない理由としては、2003年は、「本人の健康確保のために必要であ
る」が約17％で１番高く、2007年は、「職員数が足りない」が約20％で一番多かった。
「看護・介護上やむを得ない」は、2003年では0.7％だったものが2.9％へと４倍強となった。
これは、緊急やむを得ない場合の拘束に当たるものと考えられる。「職員の意欲が不足してい
る」は、約16％から9.1%に減少。職員の意識改革が進んできているものの、「従来の方法を踏
襲している」が、僅かだが増えているのは哀しい。また、「家族からの要望が少ない」は、0.7
％から0.3％にと減少した。介護保険が導入されて７年半も経つと、家族の権利意識がしっかり
してきて「お世話になる」から「サービスを利用する」という捉え方へと変化してきている。
利用者本人の尊厳ある生活を大切にするようになったものと思われる。
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Ⅴ．考察
１．つなぎ服の使用状態
介護保険制度が導入され、原則身体拘束禁止となって既に７年半を経過した。2003年調査結
果と比べると、つなぎ服による身体拘束者がいる施設は激減した。2003年当時は回答施設の４
分の１が身体拘束を行なっていたが、今回の調査ではその割合は2003年時の約２分の１に減
少していた。また、過去につなぎ服による身体拘束を行なっていた施設の割合が大きくなり、
身体拘束廃止の取り組みが進んでいることが示唆された。東京都は施設指導検査の重点項目に
「身体拘束禁止」を位置つけていることもあり、施設内でつなぎ服は拘束であるという認識のも
とに拘束廃止委員会活動など組織的に取り組みを行なったことが職員の意識改革に繋がり、そ
れが廃止を進めた大きな要因となっていた。
その廃止に向けた取り組みの例を挙げると、「スタッフへの身体拘束イコール虐待という意
識改革を行なった」「適切な排泄介助により必要なくなった」「なぜ、つなぎ服を着用させなく
てはならないか分析した結果、おむつ交換を増やすこと、便のコントロールを日中に行なうこ
となどで解決した。この取り組みの中で、結果的に施設のオムツ使用者も55％から30％以内に
減少させることが出来た」といった思わぬ副産物があった施設も出てきている。また、「安易に
つなぎ服を使用していたが、拘束に当たると知ってから、施設内で意見交換を行い使用しない
ことを前提にその人個人をよく見るようにみんなで努力をした結果、どのようにケアをしてい
くかを考えるようになり、他のケアも見直すことが出来た」施設もあった。このように、ご利
用者に対してのケアの向上とQOLの向上に結びついたところが多かった。「今までは従来型の
集団ケアをしていたが、ユニットケアに代わったため利用者との関わり方が厚くなった」「施設
内での会議時間帯に身体拘束廃止検討委員会が設置されて定期的に身体拘束廃止に向けた取組
みがなされた。その結果、身体拘束＝虐待というスタッフへの意識改革を行い、現在は身体拘
束対象者が０名となっている」「2005年秋まで使用していたが、拘束抑制が利用者の人権を侵
害するものであり、良い効果は得られないと施設職員全員が認識して中止した」「身体拘束廃止
の取り組みをしているため、オムツを異食する可能性のある人には、布オムツに変えるなどつ
なぎ服以外で出来る方法を工夫している」等さまざまな工夫がされていた。施設運営に関する
基準（厚生省令）の「サービスの取り扱い方針」の規定に従って、つなぎ服廃止を検討する過
程の中で職員の意識改革が進み、結果的にケアの質向上を果たした施設が多かった。
2．つなぎ服が使用される理由について
つなぎ服が使用される理由について圧倒的に多いのは、2003年・2007年ともに「本人の健康
と安全確保」であった。これは、「当該入所者（利用者）または他の入所者等の生命または身体
を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他の入所者の行動を制限する行為
を行ってはならない」という規定を遵守した結果によるのであろう。その為か「介護・看護上
必要がある」の割合が20％から27％へと高くなっていた。また、本人を中心に据えるというこ
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とが実践されたのか「他利用者に迷惑」の割合が約11％から約４％に下がっている。
施設職員は、ご利用者は退院の際につなぎ服を着せられて帰ってくると言う。医療系施設の
方が問題行動には、即「つなぎ服」といった傾向が強いように伺える。
つなぎ服を使用させられている人は、2003年も2007年も認知症の症状がある人だけであっ
た。実際の記述によれば、つなぎ服を着用させるのは、「介護力不足をカバーするためのもの」
「職員の都合による」「現場職員の勝手な理由」「経管、自己抜去等で本人の安全確保」「介護の
手間（見守り、タイムリーな排泄介助など）を減らすため」など、ご利用者の立場に立ってと
いうより、職員の都合を優先している施設が多かった。
３．つなぎ服使用廃止ができない理由
つなぎ服着用廃止ができない理由としては、2003年は、「本人の健康確保のために必要であ
る」が約17％で１番高く、2007年は、「職員数が足りない」が約20％で一番多かった。
「看護・介護上やむを得ない」は、2003年では0.7％だったものが2.9％へと４倍強となった。
これは、緊急やむを得ない場合の拘束に当たるものと考えられる。「職員の意欲が不足してい
る」は、約16％から9.1%に減少。職員の意識改革が進んできているものの、「従来の方法を踏
襲している」が、僅かだが増えているのは哀しい。また、「家族からの要望が少ない」は、0.7
％から0.3％にと減少した。介護保険が導入されて７年半も経つと、家族の権利意識がしっかり
してきて「お世話になる」から「サービスを利用する」という捉え方へと変化してきている。
利用者本人の尊厳ある生活を大切にするようになったものと思われる。
つなぎ服廃止に成功している施設の取り組みについては、自由記述からみてその多くは拘束
廃止委員会を作り、施設が組織的に取り組みをしたことが大きな要因であった。ケアの向上や
工夫を常に検討出来る現場であること、職員それぞれが自分の介護技術の向上を願い、認知症
高齢者への理解を深めることなどが、つなぎ服廃止や着用時間短縮への大きな要因であると思
われる。
また、多くの施設がつなぎ服による身体拘束をしないで済むように工夫を行なっていた。「不
穏時にはしっかりと寄り添い可能な限り安心していただけるように配慮する」「更衣を行なう
事や排泄の個別対応を行う事で対応しており、脱衣についても見守る事で対応している」「経過
記録による検討や見守りを重視する」「夜間トイレ誘導を促し、巡回を頻繁にする」「ストマ患
部のケアを行い清潔にして痒みが出ないようにする」「声かけを頻繁にして様子を観察する」
「つなぎ服を必要とされる時間帯の分析と本人の行動パターンの分析を行なった」「施設内にお
けるルーチン業務の見直しや職員配置の見直し」「適切な排泄介助、痒み感解消と皮膚状態の観
察」「おむつが外しづらいように下着の上に腹巻着用」「おむつ交換を多くする」「おむつを外す
時間のデータをとる」「問題行動には理由があると思う、便いじりや脱衣行為についての、きち
んとしたアセスメントをすればつなぎ服を着なくてもすむと思う」「どのようなときに脱衣し
たり、異食行為になったり痒壊したり弄便したりしているのかと、アセスメントすることが必
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要である」「それぞれの行為によって対応を考えていくことで着用しないですむこともあると
思う」「皮膚科医師の協力も欠かせない」「離床時間を多くし、生活の活性化を促す事でつなぎ
服をはずす時間を多くする」「排泄コントロールを行なうことで弄便防止、おむつ外し、脱衣防
止に努める」「利用者の生活のリズムを観察して介護職員の中でよく話し合いを持ち、利用者の
立場に立った考えを持つ」などなど、ご利用者に対しての数々の工夫を行なっていた。これは
全てつなぎ服の着用をしないためにされたものであるが、この工夫は、ご利用者が自分らしく
暮らしていけるケアに結びつき、毎日の生活の質向上の実現に向けたものであった。
身体拘束廃止に向けた組織的な取り組みは、その取り組みの中で施設職員の意識改革と職員
自身の質向上をもたらし、それが結果的に身体拘束廃止に向けた成功の要因となっていた。
Ⅵ．まとめ
介護保険が導入され、また厚生省令によって身体拘束禁止規定が出てから既に７年半がたっ
ているが、2003年調査から2007年までの間に介護の現場では身体拘束はどのように認識され、
また、どの程度廃止されてきているのであろうか。
本研究は、現在では身体拘束の一つあると明確に規定されている「つなぎ服」を1970年代に
最初に考案した責任を感じる筆者が、その後「つなぎ服」が介護の現場でどのように捉えられ
ているかを明らかにし、また、各施設における現状を踏まえて、廃止の方向について検討した。
東京都の介護老人福祉施設に対し、つなぎ服の使用状況とそのことに関する職員の意識につ
いて2003年に次いで郵送のアンケート調査を行った。回収率は約53％であった。
その結果、つなぎ服を使用していた施設の割合は2003年の25％から約半数強の13.7％に減
少していた。また、各施設の身体拘束廃止の取り組みも進み、つなぎ服着用決定者も2003年に
は68％もの施設が、介護・看護の現場職員が着用を決定しており、管理者は８％に過ぎなかっ
たが、2007年には55％の施設は管理者による決定へと変化していた。これは、組織的な取り組
みへと変化してきたと捉えることができた。
身体拘束廃止に向けた組織的な取り組みは、ご利用者が自分らしく生きいきと暮らしていけ
るケアに結びつき、毎日の生活の質向上の実現に向けたものになった。また、その取り組みの
過程は、結果的に施設職員の意識改革と職員自身の質向上をもたらしていた。
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○厚生省令第三十九号（抄）
介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第八十八条第一項及び第二項の規定に基づき、指
定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準を次のように定める。 
平成十一年三月三十一日
厚生大臣　宮下　創平 
指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準
目次
第一章　基本方針（第一条）
第二章　人員に関する基準（第二条）
第三章　設備に関する基準（第三条）
第四章　運営に関する基準（第四条－第三十七条）
附則
第一章　基本方針
（基本方針）
第一条
１ ．指定介護老人福祉施設は、施設サービス計画に基づき、可能な限り、居宅における生活へ
の復帰を念頭に置いて、入浴、排せつ、食事等の介護、相談及び援助、社会生活上の便宜の
供与その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことにより、
入所者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにすることを目指
すものでなければならない。 
２ ．指定介護老人福祉施設は、入所者の意思及び人格を尊重し、常にその者の立場に立って指
定介護福祉施設サービスを提供するように努めなければならない。 
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３ ．指定介護老人福祉施設は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結び付きを重視
した運営を行い、市町村（特別区を含む。以下同じ。）、居宅介護支援事業者（居宅介護支援
事業を行う者をいう。以下同じ。）、居宅サービス事業者（居宅サービス事業を行う者をい
う。）、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接
な連携に努めなければならない。
第二章（略）
第三章（略）
第四章　運営に関する基準
（指定介護福祉施設サービスの取扱方針）
第十二条 
１ ．指定介護老人福祉施設は、入所者について、その者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に
資するよう、その者の心身の状況等に応じて、その者の処遇を妥当適切に行わなければなら
ない。
２ ．指定介護福祉施設サービスの提供は、施設サービス計画に基づき、漫然かつ画一的なもの
とならないよう配慮して、行わなければならない。
３ ．指定介護老人福祉施設の従業者は、指定介護福祉施設サービスの提供に当たっては、懇切
丁寧を旨とし、入所者又はその家族に対し、処遇上必要な事項について、理解しやすいよう
に説明を行わなければならない。
４ ．指定介護老人福祉施設は、指定介護福祉施設サービスの提供に当たっては、当該入所者又
は他の入所者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束そ
の他入所者の行動を制限する行為を行ってはならない。
５ ．指定介護老人福祉施設は、自らその提供する指定介護福祉施設サービスの質の評価を行い、
常にその改善を図らなければならない。
